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I

本書は産業組織論を研究する者にとっても，国際経済学を専攻する者にと

っても興味深い内容をもっている。両分野に精通し，それらの有機的総合に

多大の貢献をなしている存在として，ハーグァード大学のケイヴズ教授の名

を挙げることができるが，本書における著者もまた同じ流れに組みしてい

る。

これまで産業組織論での集中度一利潤率分析においては，外国との競争と

いう側面が無視されてきた。しかし貿易，対外直接投資といった苗場構造の

国際的諸要素を無視して計算されたセンサス集中度は，生産の集中をあらわ

すものであり，輸出入を考慮しないセンサス集中度は，輸入を排除すること

によって国内市場での外国競争を無視し，国内企業の輸出をあキかも国内市

場で売られるかのように扱っている。したがって輸入割合が大きい産業で

は・売手の国内における独占的地位が過大評価され，輸出割合が大きい産業

では逆に過小評価されることになる。また外国企業の参入を経験する産業に

おいては，輸入品との競争と同様に，センサス集中度は国内市場における競

争の程度を正しく反映しない。

戦後のIMF・GATT体制の下での世界大での貿易および資本の自由化の

進展に伴う外国競争のウェイト，もしくは相互依存関係の高まりを考える

と，市場構造の国際的諸要素を考慮しながら資源配分効率からみた市場成果

と市場構造の諸要因の関係を明らかにする方向での展開は，理論的にも政策
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的にも重要な意味をもつであろう o

一方国際経済学，とくに国際貿易の理論において産業ないし企業の市場支

配力が，いかなる取り扱いをうけてきたかについては，世界r!jJ易は国内市場

に比して競争者の数が多く，通常かなり競争的な市場と認識されているO そ

れゆえ国際貿易と独占的要系の関述については，最適関税・ダンピングなど

の極めて限られた分野における理論を除いては，今日まで理論展開が著しく

遅れているといわざるをえない。国際貿易の理論分析において，輸送賀用・

関税という形での考底を別にすると，国内t/f坊に対する外国企業の参入につ

いて，通常国内の輸入競争企業との問で参入障壁は存在しないと暗黙の内に

仮定されている。

貿易を上回る伸び、で急速な成長をみせている，今日の対外直接投資現象に

ついて考えるとき，この暗黙の仮定の成立は一回疑わしいものとなろう。貿

易にせよ..対外直接投資にせよ，国内市Jg~乙対する外国企業の参入，すなわ

ち国籍を異にする企業の市場参入に対する参入院陪の種類とその強さの問題

は，単にそれらの資源配分効率上の分析に限らず，きわめて軍要な課題であ

るD

産業組織論においては.x効率概念を用いて独占の資初日配分効率に及ぼす
影響について量的推定が試みられている。しかしそれとは対照的に， 自由貿

易の競争促進効果についての実証研究はほとんどなく，その経験的証拠は直

接的にも間接的にもほとんど何も示されていないのである O

国際貿易の理論に関するどのテキストにおいても，例外なく瓦をさいてい

る基本定理のーっとして， 1"自由貿易の長適性定理」があるD その定理によ

れば，国内市場に独占的要素が存在しようとしまいと，自由貿易の競争促進

作用が依然として国立市場ーにおいて期待され， 自由貿易は市場構造と無関係

に，資源の最適配分を実現しうるo こうした理論と現実のギャップは，一つ

にせいぜい輸送費用という代名詞でのみ，外国rfi拐における参入障控を取り

扱ってきたことに依るであろう D

産業組織論では，国内HjJJ，iにおける参入障壁の穏類とその発生原因，そし
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て具体的な産業におけるその強さなどについて研究が進められてきた。しか

し国際経済学にあっては，輸出・対外直接投資といったチャネルをつうじて

の外国市場への参入に関して，そういった類の分析はほとんど体系的になさ

れていないといってよいであろう o

私はかねてから「不完全競争の国際経済学」に興味をいだいてきた。しか

し国際経済学，とくに国際貿易の理論は，依然として完全競争という単純化

された仮定の下で展開されることが多く，不完全競争と国際貿易に関する研

究は理論的困難さがあるにせよ，きわめて立ち遅れている D 一方，産業組織

論において関心が寄せられてきたのは，ほとんど国内市j坊に限定されるo し

かし最近になって，産業のrH場構造・市場成果に対する国際要因の影響につ

いて実証研究が試みられるに王った。

本書:は，エスポジト=エスポジト(l971年)に端を発する開放経済におけ

る集中と競争に関する研究の中で，とくにかなりまとまった内容をもった研

究である。私の知る限りではこの分野での論文ではなく，書物の形で発表さ

れた最初のものであるo

E 

本書は，ニューヨーク大学に職をもっ新進のエコノミストの処女作であ

-ァ
Qo  

本書のねらいは，著者によれば主として二つある。一つは，産業組職論に

おける集中度一利潤率分析に輸出入・対外TI'I.政投資などの国際要因を導入

し，それらの付加的なrli場構造変数が価格・手IJis'J率にいかなる影併を及ぼす

のかを明らかにすることである D いま一つは，国際貿易・直段投資の決定因

をさぐることである。すなわち，貿易・直接投資の一I!iJ:J，it/'l造・ di助成果に及

ぼす効果と，その逆の関係、である市J易構造.T!i助成果が企業の対外活動であ

る貿易・直接投資にいかに反映されるかの二つの側luiを，実証的に検討する

ことが目的である。
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本書の構成は，

第 1章序論

第2章国内価格と利潤

第3章国際貿易パターン

第4章 工業生産物市場の構造モデノレ

付録対外直接投資データ

第5章政策的合意

となっている。

経営と経済

本書の実証分析のカヴァリッジは，アメリカの 1R S 71産業であり，そ

の多くの変数のデータは1967""'70年の 4カ年平均値に求められているo 考慮

される国際要因は，輸出機会・輸入競争・対外直接投資であり，余すところ

なくゆきわたっているO これまでの分析の多くが，それぞ‘れについて断片的

な考察にとどまっているのに対して，かなり体系的な検討に及んでいるo

まず第2章では，従来の集中度一利潤率分析を，国際貿易と直接投資の

利潤率に及ぼす影響をみることによって，拡張する作業がなされるO

集中度一利潤率分析に国際要因を導入するi易合まず問題になるのは，外

国との競争をはかる上で望ましい尺度は何かである o この点について，輸入

供給が弾力的でない場合には輸入比率が輸入競争の適切な代理変数でないこ

と，そして輸入供給の弾力性が大きい程輸入の配分効果が強まることが指

摘される。他に考えられる輸入競争の代理変数としては，関税率・輸入割

当 (NTB)が一応挙げられるが，結局輸入比率と名目関税率が採用され

るo

輸出機会の代理変数には輸出比率が用いられるo 対外直接投資については

対外直接投資集約度が用いられる。それは，税引後の使用総資本利潤率に対

する対外投資利潤の比率で定義されるO 要するに，産業活動全体に対する対

外直接投資活動の相対的重要性を示す尺度が用いられる。考慮される市場構

造の国内変数は，集中度・製品の差別化・絶対資本必要量・需要成長率・規

校の経済性・ R&D集約!支等である D
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以上の市場構造変数と市場成果変数(利潤率)に関する最小自乗法による

クロス・セクション回帰分析の結果は次のとおりであるo 輸入比率の係数は

有意な負の値をもつが，名目関税率については有意な正の係数，そして輸出

比率については正の有意な値がえられた。輸入競争の代理変数として，実効

関税率，輸入割当ダミーを用いた場合および、対外直接投資集約度についての

推定結果は直接に示されていないが，いずれも有志水準に達しなかった。

著者プーゲノレは，アメリカの輸出の比較優位の決定因としてR&D要素と

熟練労働を重視する D かくして，国内市場および外国市場における参入障壁

として，両要素が産業の利潤率にどのような影響力をもつかが併せて検討さ

れるo その結果，結論として， R&D要素は国内市湯の参入障壁としてサポ

ートされず，むしろR&D活動従事者を含めた熟練労働が，外国市場での参

入障壁としてより強く作用すると主張されるo すなわち，アメリカ企業は，

国内市場よりも輸出市場ーにおいて直而する競争の程度が相対的に小さく，そ

の乙とがアメリカの場合，輸出機会は利潤率l乙ポジティヴな影響を与えると

結論されるo 以上の結果は同時に，大企業の輸出シェアが中小企業に比して

高いことが，研究開発支出の対売上高比率が大企業において相対的に高いこ

とに帰因する事実を裏書きするo

第3章は，貿易と国内rlJ;l};}構造との関係のもう一つの側面である国内市場

構造・成果の貿易パターンないし貿易量に及ぼす影響を分析する O すでにtf~

2章の分析で明らかなように，アメリカの貿易パターン決定理論として重視

されるのは，要素賦存比率理論とプロダクト・サイクノレの理論であるo つま

り，アメリカの場合，輸出財・新製品は熟練労働集約財に他ならない。貿易

ノマターンに影響する他の諸要因として，輸送可能性，製品の差別化が指摘さ

れる。

本幸で展開される実証分析は三つある。第ーに純貿易ないし純輸出(輸出

額マイナス輸入額)比率と様々な要素集約度(資本集約度・熟練労働集約皮

-R&D 集約度・白然資源集約度)についてのクロス・セクション分析で

あるO 純貿易比率は，総貿易額(輸出額プラス輸入額)，利用可能な総供給
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(国内出荷額十輸入額)それぞれに対して用いられるo そして統計分析によ

り，いずれの純貿易比率に対しても熟練労働変数が有志水準の大きい正の値

をもっという結果が導かれる。

第二は，産業内貿易比率と輸送可能性・広告集約度・ R&D集約度・対外

直接投資集約度についての回帰分析であるo

最後の分析は，輸出比率・輸入比率の決定因をさぐることにあてられるo

そこで輸出比率の決定因として考慮される変数は，資本・熟練労働・ R&D

・広告・自然資源、(ダミー変数)等の要素集約度であるD 輸入比率の場合

は，それらに加えて，利潤率・関税率・ NTBが含められる O

全体としては，輸出比率方程式の説明力は極めて良好であるが，輸入比率

の方はむしろ之しい結果が出ている O 関税， NTB等の貿易政策は輸入面で

のみ考慮されており，一貫性を欠く乙とは否めないが，種々の形態での輸出

振興策はその計量的把握が困難であるので，やむをえないであろう。

個々の実証結果については省略するが，とりわけ注目したいのは，熟練労

働は輸出比率について有意な正の符号をもっと同時に，輸入比率に関しては

有意な負の符号をもつこと，さらにR&Dは輸出においてのみ主要な説明要

因であるが，資本集約度は輸入においてのみ重要な説明変数である事であ

るo

第4章では，工業生産物市場の構造モデJレが示される。ここでの目的は二

つある。一つは対外直接投資の決定因を検討すること，いま一つは， 111.1封構

造・市場成果・国際貿易・対外投資の相互関係を分析することである。

対外投資については，水平的・垂直的対外投資パターンの両者が考慮さ

れ，一般的に対外投資は，製品の差別化・ R&D・経営技術・最小資本必要

量・自然資源の函数であるとされるo その回帰分析は，対外投資パターン決

定の理論をなし，差別化とR&Dがその有力な説明変数であることが明らか

にされる O さらに国内市場集中と対外投資の有意な正の相関は， リスクー収

益率仮説を証拠立てているように思えるo しかし，対外投資の貿易に与える

影響を知る試みは成功しなかった。
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次に相互依存関係を検討する構造モデjレでは， R&D以外の市場成果変数

と市場構造変数の内，市場集中と輸入比率の二つが内生変数として扱われ

る。その実証結果によれば，輸入競争の正の配分効率効果が一層強調される

とともに，輸出比率・輸入比率・対外投資集約度と市J易構造の基本的諸要素

の一つである差別化との密接な関係が明らかとなる。

最後の第5章は，前章までの分析結果のもつ政策的合志を述べるというよ

りは，むしろ関税保護政策の価格および雇用創出効果，アンティトラスト政

策の正当性，そして輸入競争にせよ，アンティトラスト政策にせよ，もたら

される配分効率改善利益の分配を論じ，分析結果の政策的意義を再確認する

ことに費される。

E
 

以上で大まかながら本書の基本的な内容並びに脈絡だけは何とか伝え得た

と思うD

本吉の際立った特長ないし貢献は，何よりもこれまで市場構造変数を国内

諸要素に限定してきた集中皮一利潤率分析に，国際貿易・直接投資などの

国際的諸要素を導入し，開放経済における集中と競争をより適確にとらえて

いる点に見い出される。

利潤率と集中度の関係についてはベインの先駆的な論文が発表されて以

来，数多くの理論的，実証的研究が相次いで行・われてきた。爾来20年を経て

エスポジト=エスポジトによって初めて国際要因を合めた分析が展開され

た。その後若干の研究が発表されているが，一定の条件の下で確定的なこと

がいえるには程遠い。外国との競争を考忠した集中度と利潤率についての実

証研究については拙稿 Cf開放経済における集中と競争Jr長崎大学東南アジ

ア研究年報J第20集， 1979年)を参照されたい。

ところで市場範囲の定義をかんがみた国際要因の導入は，センサス集中皮

の真のiiJ助集中とのJ!E離を是正する占に芯;義があることはすでに述べたとお

りであるが，そのjjB雌の程度は，貿易依存度の大きさに比例的であるといえ
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ょう o 大よそ大国(高いGNP水準)の貿易依存度は，小国に比して相対

的に低い水準にあるが，それでも10必水準を示す。本書の分析の対象となっ

ているアメリカは，なかでもとくに低く， 4%水準に位するo マクロ指標で

ある貿易依存度を直接に一般集中でなく市場集中に結びつけるわけにはいか

ないが，それでもなお貿易依存度が最も低いグループに属するアメリカにつ

いて，外国競争の利潤率に与える影響をみる場合，対象とするに果して適切

であるか，疑問が呈される D 乙の点についてディフェンスをすれば，相対的

に封鎖経済の大国においてさえ，国際要因の利潤率に与える影響は無視でき

ないというやや消極的なロジックになろう。

国の経済規模と貿易依存度はおおよそ反比例的であるのに加えて，国の経

済規模と集中度の関係もまた同様である。したがって小国で貿易依存度の

高い国程，国内産業集中度は国内産業の独占力を正確に反映しないことにな

り，国際要因の導入によってセンサス集中度を真の市場集中の程度の事離を

是正する意義が高まるのであるo

集中度一利潤率分析に国際要因を導入する場合，まず問題になるのは，

外国との競争をはかる上で望ましい尺度は何かである。通常輸入競争の代理

変数としてよく伎われるのは輸入比率・関税率であり，輸出機会については

輸出比率以外に適切な尺度は見当らない。

輸入比率・輸出比率という概念は，国際貿易理論における輸入可能財・輸

出可能財といった区分に対応するが，問題がないわけではない。輸出比率に

ついての論評はさけるが，輸入比率は第ーに，現実の競争を表わすにとどま

り，潜在的な競争を無祝している。第二1[，企業規校格差を識別できない難

点を有する。輸入比率がたとえ産業問で同一水準にあっても，外国輸出企業

数と規枝格差の組み合わせいかんによっては，輸入の国内市場成果に及ぼす

影響のしかた・程度において同じであるとはいえないのである。このこと

は，支配企業モテールに即して考えるならば，容易に理解されよう o

一方，関税は差別関税でない限り，既存の外国輸出企業のみならず，潜在

的競争者を考慮していないという難点を，関税はカヴァーする志味をもって
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いる。本書の分析において，輸入競争について関税水準と輸入比率の両者を

使用する乙とにはそのような意義があろう。

しかし，次いで関税を輸入競争の代理変数として用いる場合，名目関税率

と実効関税率のいずれがより適切かという問題が付随するo いずれにしろ関

税水準それ自体が，外国企業に対する参入障壁の高さをそのまま示している

とは必ずしもいえないが，名目関税は価格水準を左右するが，生産コストを

含めて企業の超過利潤に関係するのは，実効関税保護であるo 本書では一貫

して名目関税を採用している。いま述べた理由から，名目関税率では，利潤

率との問で有意な関係がみられたとしても，実効関税率ではそうではないと

いう検証結果には，十分な注意を払う必要があろう。

また寡占の相互依存性の度合が，海外市場よりも国内市場において強い特

性は，国内市場における輸入シェアが，ある程度大きな水準に達して始めて

国内競争企業の価格反応がみられ，輸入競争の利潤率に与える影響が明白に

なることを示唆する。こうした輸入比率と利潤率の不連続性を考えれば，輸

入比率によって外国との競争の程度をはかる場合には，輸入水準による二分

法を用いるととが望ましいと思われる O 同様のことは関税水準と利潤率の関

係、についてもいえよう。

外国との競争の代理変数に関して注目すべきことは，輸入比率を通常とら

れる対出荷額ないし生産額タームではなく，国内消費そのもの (apparent

domestic consumption)に対する比率で定義している点である。この尺度

は私の知る限りでは，ケイヴズ=ポータの分析(1978年)でのみ使われてい

るにすぎない。これは開放経済における集中と競争に対するもう一つのアプ

ローチをなす国際貿易に関して調整された集中度に通じ，産業内貿易を考慮、

する意味をもった概念である口

以上本吉:の内容について苦言を呈してきたが，本:!?における分析のユニー

クさは，比絞優位の決定因との関述をみながら，輸出機会が利潤率に与える

影響をみている点にあるD 輸出と利潤率との関係をみる場合，単l乙輸出比率

の利潤率に対する回帰分析をするにとどまらず，比較優位の発生原因にさか
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のぼって検証を行う方法は極めて説得的である o

本書の分析結果は，アメリカの輸出産業がR&Dを含めた熟練労働集約型

であり，熟練労働が外国市坊において強く参入障控として作用する故，輸出

比率が利潤率と有意な正の相関をもっと解釈できる。企業の輸出活動・対外

事業活動(対外直接投資)における優位性の種類と原因，哀返せば参入障壁

の種類とその強さを明らかにする乙とは，未開拓の重要な課題である。比較

優位の決定因との関連を考慮しながら貿易の配分効率効果を検討する方法

は，その;立味ですぐれているo

開放経済における集中と競争ーについてこれまで世に出た若干の研究におい

ては，外国との競争の適切な代理変数の選択については，いわば先験的な考

察にとどまり，もっともひんぱんに登場する輸出比率・輸入比率にしても，

それらが何に依存するのか，いいかえると比較優位の決定因との関連で代理

変数を考える姿勢が余りみられなかったD そうした既存の展開方向の中で，

本書の分析は貿易理論に多くのウェイトをおいているともいえよう。

本書は，貿易に限定せず対外直接投資をも論じている点にもう一つの特長

が見い出せる D 実際，乙れまでの研究は国際要因の導入といっても国際貿易

に限定したものが多く，対外直接投資についてはその利潤率に与える影響

は，貿易よりも複雑多岐であるためか，極めて少ない。しかし，関税工場の

議論は輸入競争と対外直接投資の相互作用を示唆する。さらに外国支配企業

の平均利潤率が，概して国内企業のそれより比較的高いこと等の経験的事実

は，輸出チャネ Jレと対外投資チャネjレが利潤率決定において相互依存関係、に

あることを予想させるo こうした貿易と対外直接投資の相互依存的側面に

ついては，残念ながら本書において十分な配慮がされているとはいいがた

い。むしろ寡占的優位性に基づく対外投資の国内市場構造に及ぼすフィード

パック効果に注目しているo

本書は一章(第3章)をさいて国内市場構造の貿易に及ぼす影響について

検討している。市場構造と貿易の関係について第2章では貿易の市場構造・

成果に及ぼす影響という表裏一体をなす分析が行われている。第3主主の分析
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は，二・三の研究しか今の所発表されておらず，貴重な作業と評価できるo

ただし，著者も述べているように，パク。ラトス=ソレンセンのえた成果lζ比

して之しい内容であるといわざるをえない。

第3章における分析について気がかりなのは，産業内貿易の決定因ない

し，市場構造と産業内貿易との関係を考察する際，規模の経済性が無視され

ている点である。産業内貿易の主たる説明変数として，一般に指摘されるの

は，製品の差別化の他に規模の経済性である。輸送可能性は，むろん国内財

と貿易財を区分するのに必要とされようが，産業間貿易と産業内貿易の識別

にとって決定的な要因であるか疑問が残るo 実際，輸送可能性は産業内貿易

について説明力が低い成果しかえられていない白広告集約度・ R&D集約度

は製品の差別化の代理変数には相違ないが，製品の差別化についても有意な

値がえられなかった。'それは，統計的検証が全産業サンプJレに依拠してお

り消費財・生産財の区別がなされていないことに依るとも考えられる。

ともあれ本書ではかかげられたテーマについて一通りの一連の分析がなさ

れており， 乙れまでの諸研究に比して味うべき内容は一段と豊富である。冒

頭で述べたように，今後乙の問題に対して産業組織論の側からばかりでな

く，国際経済学の側からも積極的に取り組まれることを望みたい。両者の協

力的展開があってこそ本絡的な成果が期待できるのであるo 現在の所発展途

上国というよりはむしろ後進国にたとえられる研究段階にあり，まだまだ様

々な分析の積み重ねを要する。本書は，そうした中にあって今後の研究のフ

レイムワークについて示唆深い。

(1979年12月末記)




